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戦略重点科学技術 

先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 

 

 

内閣府、総務省消防庁、経済産業省、国土交通省、環境省 
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１． 選定理由 

エネルギーの安定供給確保及び二酸化炭素の排出削減が世界的課題として深刻さを増す中、燃料

電池は発電段階において二酸化炭素を排出しないなど環境特性に優れ、また、燃料となる水素は様々

なエネルギー資源から製造可能です。さらに、競合技術に比べてエネルギー効率を高める技術とし

て省エネにも貢献できるものです。これまで官民を上げて研究開発に取り組んできた我が国は、世

界トップレベルの燃料電池技術を有し、家庭用燃料電池の分野においては世界に先駆けて市場を形

成しつつあります。燃料電池は産業競争力の強化、新規産業・雇用創出の面からも大いに期待され

ており、これまでの研究開発の結果明らかになった重要な課題の解決に向け、集中的に研究開発を

行います。具体的には、燃料電池の抜本的低コスト化、燃料電池の耐久性・効率の抜本的改善、安

全・簡便・効率的かつ低コストな水素貯蔵・輸送技術の確立及び定置用燃料電池システムの初期市

場の立上げに向けた研究開発・実証を行うこととしております。 

 

施策目標体系 

個別政策目標 燃料電池を世界に先駆け家庭や街に普及する。 

【総務省消防庁、経済産業省、国土交通省、環境省】 世界に先駆けて、定置用燃料電池及び燃料

電池自動車を普及させるとともに、必要な水素供給インフラを十分な安全対策を講じた上で整備す

ることにより、運輸部門及び民生部門を中心に大幅な省エネ及びＣＯ２排出削減を図る。 

2010 年までの

研究開発目標 

 

 

 

 

 

 

・供給施設の安全対策等を確立するとともに、燃料電池自動車については航続距

離400km、耐久性3,000時間、車両価格（ICV比）3～5倍を達成する技術を確立す

る。【総務省消防庁、経済産業省】 

・定置用燃料電池について、1kW級システム製造価格70万円、発電効率32％（HHV）、

耐久性4万時間を達成する技術を確立する。【経済産業省】 

・水素供給システムについて、水素価格80円／Nm３、水素車載量5kgを達成する技

術を確立する。【経済産業省】 

・2007年度までに廃棄物等地域資源を活用した水素エネルギー地域のモデルを提

示する。【環境省】 

・高効率な集合住宅用燃料電池システムを実現する。【国土交通省】 

成果目標 

2020 年までの

研究開発目標 

 

・燃料電池自動車については、航続距離800km、耐久性5,000時間、車両価格（ICV

比）1.2倍を達成する技術を確立する。【経済産業省】 

・定置用燃料電池については、1kw級システム製造価格40万円、発電効率36％

（HHV）、耐久性9万時間を達成する技術を確立する。【経済産業省】 

・水素供給システムについて、水素価格40円／N㎥、水素車載量7kgを達成する技

術を確立する。【経済産業省】 

 

 

 平成 19 年度対象プロジェクト一覧 

固体酸化物形燃料電

池システム技術開発 

経済産業省 H16 ～

H19 

1,530（百万円） 固体酸化物形燃料電池（SOFC）の実用化を目指し、コージ

ェネレーションシステム及びコンバインドサイクルシステムの

技術開発、性能評価技術、次世代要素技術開発等を行う。 

定置用燃料電池大規

模実証事業 

経済産業省 H17 ～

H20 

3,420(百万円） 一定条件以上の定置用燃料電池コージェネレーションシス

テムの実用化開発を支援するため、量産技術の確立と実用

段階に必要なデータ収集を行う大規模実証を実施する。 

セラミックリアクター開

発 

経済産業省 H17 ～

H21 

450(百万円） 電気化学的に物質やエネルギーを高効率で変換する次世

代型セラミックリアクター実現のため、低温作動を可能とする

材料の開発とミクロ多層チューブセルの集積構造化技術等

を開発する。 

固体高分子形燃料電

池実用化戦略的技術

開発 

経済産業省 H17 ～

H21 

5,130(百万円） 自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料

電池（ＰＥＦＣ）の実用化・普及に向け、要素技術、システム化

技術及び次世代技術等の開発を行うとともに、共通的な課

題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。 

燃料電池先端科学研

究（FC-Cubic） 

経済産業省 H17 ～

H21 

996(百万円） 燃料電池の基本的メカニズムについての根本的な理解を深

めるために、独立行政法人産業技術総合研究所固体高分

子形燃料電池先端基盤研究所（FC-Cubic）において、高度

な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制

の整備を行い、現状の技術開発における壁を打破するため

の知見を蓄積する。 

燃料電池システム等

実証研究(JHFCⅡ） 

経済産業省 H18 ～

H22 

1,800(百万円） 実条件に近い中での燃料電池自動車の実証走行や、高圧

水素貯蔵システム、多角的な燃料供給システムの検証を進

め、水素エネルギー社会における水素利用の課題等を抽出
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するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を

図る。 

水素安全利用等基盤

技術開発 

経済産業省 H15 ～

H19 

2,253(百万円） 燃料電池等の水素利用技術の導入・普及に資するため、水

素の製造・貯蔵・輸送等に係る関連機器の信頼性・耐久性

向上、小型化、低コスト化のための研究開発を行う。 

水素先端科学基礎研

究事業 

(HYDROGENIUS) 

 

 

 

経済産業省 

 

 

 

 

H18 ～

H24 

 

 

 

1,665(百万円）

 

 

 

 

水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基

本原理の解明及び対策の検討を中心とした高度な科学的知

見を要する先端的研究を、国内外の研究者を結集し行うこと

により、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を

確立する。 

水素貯蔵材料先端基

盤研究事業 

(HYDRO☆STAR) 

経済産業省 Ｈ19～

Ｈ23 

757（百万円） 国内外の研究機関の連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコ

ンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能とする水素貯蔵材料

の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。 

固体酸化物形燃料電

池実証研究 

経済産業省 H19～ 

H22 

765（百万円） 発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物

形燃料電池の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始

めとしたデータの取得・課題抽出等のための実施を行う。 

新利用形態燃料電池

技術開発 

経済産業省 H18 ～

H22 

340 (百万円） ユビキタス社会に対応する燃料電池の実用化・普及拡大を

図るため、小型可搬電源となり得る小出力燃料電池等の安

全性確保等を目的とする基準・標準化研究開発及び燃料電

池の用途開拓のための技術開発を行う。 

水素社会構築共通基

盤整備 

経済産業省 H17 ～

H21 

2,550(百万円） 燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能

の試験・評価手法及び国内外の基準・標準の確立を図る。 

高効率な集合住宅用

燃料電池システムの

開発 

国土交通省 H17 ～

H19 

17(百万円） 新築住宅着工戸数の約半分を占める集合住宅において効

果的と考えられる水素配管による燃料電池コージェネレーシ

ョンシステムの技術開発を行う。特に、燃料電池単体の技術

開発ではなく、集合住宅の狭いスペースへの設置やエネル

ギー負荷に応じた制御システムの開発など、実態に即した総

合的技術開発を目指す。 

本庄・早稲田地域で

のＧ水素モデル社会

の構築（地球温暖化

対策技術開発事業） 

環境省 H17 ～

H19 

3,302 の内数 

(百万円） 

温室効果ガス６％削減約束の達成とその後の持続的な排出

削減を可能とする、エネルギー起源 CO2 排出削減のための

新たな対策技術の導入普及を促進するため、広く民間企

業、公的機関、大学等に対する公募により基盤的な温暖化

対策技術の開発・実用化を行う。 

 

２． 施策の総合フレームワーク（ＰＬＡＮ） 

(1) 国内外の情勢 
燃料電池開発は電気機器メーカー、エネルギー会社、ケミカルメーカーなど民間企業と国策による

多様な支援施策が融合する形で取り組まれております。国策における支援としては燃料電池の基礎的

な研究をはじめ、将来の自立的普及に向けた実使用条件下での実証まで幅広く行っており、そのうち、

経済産業省では燃料電池関連予算として平成19年度に306億円を投じています。特に、家庭用燃料電池

コージェネレーションシステムにおいては、NEDO助成事業として新エネルギー財団が、平成17年度よ

り開始した「定置用燃料電池大規模実証事業」において、全国で累計2,187台を実証し、家庭用燃料電

池システムの市場創出に向けた省エネルギー性評価や課題抽出等が進められ、コストや耐久性など商

品化へ向けた最終的な検証段階に至っております。さらに、集合住宅への燃料電池適用は早くからシ

ミュレーション等による評価が進められてきました。近年、実証試験として戸建用システムと同等の

発電装置による導入実験が（独）都市再生機構により推進されており、平成17年には大阪地区26戸、

東京地区17戸、平成18年には東京地区35戸の集合住宅へ導入されました。 

純水素型燃料電池に関しては、当該プロジェクトの他、山口県において、「水素フロンティア山口

推進構想」に基づき、副生水素をパイプラインで供給する実証試験が平成 17 年度末よりスタートし、

２件の戸建住宅において純水素燃料電池を運転し、水素インフラの課題抽出と水素燃料電池の評価を

進めています。 

このような国策による支援の結果、国内民間企業の特許出願件数は、1998年以降増加傾向にあり、
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2004年度には3,953件となっており、特許出願件数内訳としては89.9％が日本国籍出願人です。1 

 

また、海外では、米国エネルギー省とＥＵが共同で、高温固体高分子形定置用コージェネレーショ

ンシステムの開発がスタートしました。米国では、移動通信基地局、金融機関、データセンター等に

向けた非常用電源マーケットが大きく、純水素型燃料電池の有望な市場として考えられています。Plug 

Power社やNUVERA社など複数の燃料電池システムメーカーが数kW級の非常用電源実証機を供給してお

り、Plug Power社は2007年第一４半期に63台の通信基地局向け燃料電池システムを設置しました。こ

のように、外国企業は自動車や携帯機器等の強い需要が見込める市場を対象として、燃料電池事業を

立ち上げています。自動車、携帯機器を対象とした燃料電池の開発において、現状の課題を挙げなが

らも実用化の時期を具体的に示す企業が増えています。しかしながら、特許出願件数の推移では、米

国は2003年以降減少に転じ、出願件数のうち4.5％であり、欧州でも3.6％程度です。近年は韓国から

の出願件数が増加傾向にあります。2 

 

(2) 戦略重点科学技術を推進する体制 
平成 16 年 7月、総合科学技術会議本会議において、国家的・社会的に重要であって関係府省の連携

の下に推進すべきテーマを定め、積極的に推進するものとして「科学技術連携施策群」の創設が決定

さました3。このテーマの一つとして「水素利用／燃料電池」が選定され、総合科学技術会議が中心と

なって、府省連携の取組が平成 17 年度から平成 19年度まで行われました。この科学技術連携施策群

の枠組みを活用し、戦略重点科学技術「先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」

を含む幅広い水素利用／燃料電池技術の研究開発を進める体制が構築されています。 

総合科学技術会議

基本政策推進専門調査会

ナノテクノロジー・材料ＰＴ

エネルギーＰＴ

科学技術連携施策群
「水素利用／燃料電池」

（独）科学技術振興機構
科学技術連携施策群支援業務室

補完的課題（科学技術振興調整費）
・地域水素エネルギー利用システムの研究

（国土技術政策総合研究所）

・需要家用水素ガス計量システムの研究開発
（九州大学）

支
援

総務省消防庁

経済産業省

国土交通省

環境省

文部科学省

次世代型燃料電池プロジェクト
山梨大学

ナノ構造化燃料電池材料研究
（独）物質・材料研究機構

エネルギー分野戦略重点科学技術

「先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」

ガソリンスタンド等での水素
供給施設併設の安全性検証

集合住宅向けの燃料電池シ
ステムの開発

水素エネルギー社会モデル構築

ナノテクノロジー・材料分野戦略重点科学技術

「クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術」

定置用燃料電池実証、燃料電池
自動車と水素インフラ実証、実用

化開発、基礎研究等

平成１８年度末現在の体制

内閣府総合科学技術
会議事務局

 

図 科学技術連携施策群「水素利用／燃料電池」の体制 

なお、エネルギー分野の戦略重点科学技術に係る具体的な各府省の体制図は別紙に記載。 

                              
1 （出典）「平成１８年度 特許出願技術動向調査報告書」 平成１９年５月 特許庁 
2 「平成 18年度 特許出願技術動向調査報告書」 平成 19年 5月 特許庁、「2007年版 燃料電池関連技術・市場の将来展望 上巻」 

株式会社 富士経済 
3 総合科学技術会議本会議第 38 回（http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu38/siryo1-2.pdf） 
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(3) 具体的な目標及び研究開発スケジュール 
水素供給施設の安全対策を推進する消防庁では、燃料電池自動車の普及に不可欠な、水素供給施設

を設置する危険物施設の安全対策を整備し、燃料電池自動車のインフラ環境の整備が円滑に導入でき

る環境を整備することを目標としました。業界・団体から要望された事項等を踏まえつつ、「水素供

給施設の安全対策に関する調査検討会」において目標を定め、調査検討を進めたものです。 

経済産業省では、「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」（平成 20年 3 月）において、次の技術ロ

ードマップを掲げて進めています。 

①2010 年頃 
燃料電池自動車：航続距離 400km、耐久性 3,000 時間、車両価格比（ICV 比）3～5倍 
定置用燃料電池：1kw 級システム製造価格 70 万円、発電効率 32％（HHV）、耐久性 4万時間 
水素供給システム：水素製造価格 80 円／N㎥ 
②2020 年頃 
燃料電池自動車：航続距離 800km、耐久性 5,000 時間、車両価格比（ICV 比）1.2 倍 
定置用燃料電池：1kw 級システム製造価格 40 万円、発電効率 36％（HHV）、耐久性 9万時間 
水素供給システム：水素製造価格 40 円／N㎥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 定置用燃料電池の技術ロードマップ 

このような目標に関しては、専門家の知見を踏まえ、実用化の時期や技術の進展の道筋、普及に向

けた課題等を示した実用化に至るまでの展開を時間軸に沿って示した技術ロードマップを策定し、関

（PEFC）

（SOFC）

導入・普及シナリオ

溶融炭酸塩形（MCFC）

固体酸化物形（SOFC）
バイオガス高効率発電 大出力化（数MW）

燃料電池自動車（FCV）の導入・普及

GT/FC複合発電

燃料電池コジェネレーションの普及（民生・産業）

●固体高分子形燃料電池（PEFC）

・無加湿MEA、白金代替・低酸素過電圧触媒等・高温・低加湿対応技術、ロバスト化技術
・白金量低減 など

○リン酸形燃料電池（PAFC）

自動車用（補助電源用、駆動用）家庭用コジェネ

業務用コジェネ、産業用コジェネ

飛躍的な長寿命化・低コスト化●溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）

中規模～大規模発電
・CO2分離・回収

小規模コジェネ

飛躍的な耐久性向上・低コスト化●固体酸化物形燃料電池（SOFC）

●新規直接形固体高分子形燃料電池（PEFC）

・安定アニオン膜、中温電解質
・非貴金属空気極、非貴金属燃料極

・バイオ燃料（直接）
・アンモニア直接

固体高分子形（PEFC）

飛躍的な低コスト化

飛躍的な低コスト化

⑮定置用燃料電池
2000 2010 2020 2030 2040 2050

技術開発ロードマップ

発電効率（HHV）、耐久性、システム価格
小規模コジェネ
中規模コジェネ

発電効率（HHV）、耐久性

GT/FC複合発電

32%,4万時間 36%,9万時間

40％、4万時間
100万円/kW

>40％、9万時間
<25万円/kW（※家庭用：30～40万円）

400～500万円 50万円約70万円 <40万円

42％、4万時間、100万円/kW >45％、9万時間、<20万円/kW
60％、4万時間、数十万円/kW >60％、9万時間、<10万円/kW

※家庭用は貯湯槽
を含む想定価格

システム価格（定置用、kWあたり）

国際標準化の推進

中規模～大規模発電
・CO2分離・回収

小規模コジェネ

（PEFC）

（SOFC）

導入・普及シナリオ

溶融炭酸塩形（MCFC）

固体酸化物形（SOFC）
バイオガス高効率発電 大出力化（数MW）

燃料電池自動車（FCV）の導入・普及

GT/FC複合発電

燃料電池コジェネレーションの普及（民生・産業）

●固体高分子形燃料電池（PEFC）

・無加湿MEA、白金代替・低酸素過電圧触媒等・高温・低加湿対応技術、ロバスト化技術
・白金量低減 など

○リン酸形燃料電池（PAFC）

自動車用（補助電源用、駆動用）家庭用コジェネ

業務用コジェネ、産業用コジェネ

飛躍的な長寿命化・低コスト化●溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）

中規模～大規模発電
・CO2分離・回収

小規模コジェネ

飛躍的な耐久性向上・低コスト化●固体酸化物形燃料電池（SOFC）

●新規直接形固体高分子形燃料電池（PEFC）

・安定アニオン膜、中温電解質
・非貴金属空気極、非貴金属燃料極

・バイオ燃料（直接）
・アンモニア直接

固体高分子形（PEFC）

飛躍的な低コスト化

飛躍的な低コスト化

⑮定置用燃料電池
2000 2010 2020 2030 2040 20502000 2010 2020 2030 2040 2050

技術開発ロードマップ

発電効率（HHV）、耐久性、システム価格
小規模コジェネ
中規模コジェネ

発電効率（HHV）、耐久性

GT/FC複合発電

32%,4万時間 36%,9万時間

40％、4万時間
100万円/kW

>40％、9万時間
<25万円/kW（※家庭用：30～40万円）

400～500万円 50万円約70万円 <40万円

42％、4万時間、100万円/kW >45％、9万時間、<20万円/kW
60％、4万時間、数十万円/kW >60％、9万時間、<10万円/kW

※家庭用は貯湯槽
を含む想定価格

システム価格（定置用、kWあたり）

国際標準化の推進

中規模～大規模発電
・CO2分離・回収

小規模コジェネ
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係者で技術開発の方向性を共有いたしました。 

また、燃料電池の技術開発に関係する自動車業界、電気機器業界、素材業界、エネルギー業界を始

めとする関係業界、大学・国立研究所等の研究機関、及び政府が一体となった幅広い検討の枠組みが

必要であるとの認識の下、1999 年 12 月、資源エネルギー庁長官の私的研究会として設置された「燃

料電池実用化戦略研究会」で、国内の関係企業、海外の主要企業、学識経験者、米国エネルギー省、

経済産業省（事務局）等燃料電池に係る国内外の幅広い関係者によるプレゼンテーションとそれを踏

まえた議論を行い、固体高分子形燃料電池の実用化に向けての課題の整理と、課題解決に向けた方向

性を示しております。 

国土交通省では、目標設定等や研究開発スケジュール設定は、住宅・建築関連先導技術開発助成事

業の応募者が行い、その妥当性等について、応募課題の審査時に外部有識者等から構成される当該助

成事業の審査委員会にて確認を行い、必要に応じて、目標設定や技術開発の内容に対して指摘等を行

っています。 

環境省では、地球温暖化対策技術開発事業において、「安全な革新的水素貯蔵・輸送技術に係る技術

開発」を重点テーマとして、公募・選定し、優れた提案については委託及び補助により支援を行い、

エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供給・利用を含めたシステムの開発等

に向けた技術開発事業を展開しています。 
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第２期
2005（H17） 2006（H18） 2007（H19） 2008（H20） 2009（H21） 2010（H22）

総務省消防庁

経済産業省

固体高分子形燃料電池実用化戦略
的技術開発
燃料電池先端科学研究（FC-Cubic）

セラミックリアクター開発

定置用燃料電池大規模実証

固体酸化物形燃料電池実証研究

・自動車等・水素供給インフラ等実証
燃料電池シ ステ ム等実証研究
(JHFCⅡ) (JHFC-1)
新利用形態燃料電池技術開発

新たな課題を抽出し、研究開発に注力する

                 Back to the Basicによる課題の落とし込み

Back to the Basicによる課題の落とし込み

水素先端科学基礎研究（～H24）
（HYDROGENIUS）

・燃料電池自動車を支える蓄電池
燃料電池自動車等用リチウム電池技
術開発(H14～H18)
次世代蓄電池システム実用化戦略的
技術開発のうち燃料電池自動車関係
(H19～23）

・社会基盤整備
水素社会構築共通基盤整備

国土交通省

環境省

更なる高効率化や実用化のための新たな課題解決のため
の研究開発に注力

・定置用燃料電池実証研究
開発終了したものから順次実証研究に移行

固体酸化物形燃料電池システム技術
開発（H16～

水素貯蔵材料先端基盤研究（～H23）
（HYDRO☆STAR）

早期市場導入に必要な基盤技術確立の
ため研究開発に注力する

実証研究から導入促進へ

・水素利用技術
水素安全利用等基盤技術開発(H15
～）

・固体高分子形燃料電池開発

・固体酸化物形燃料電池開発

第３期科学技術基本計画

水素ガス供給スタンドの安全
対策の調査検討

今後の水素利用・燃料電池の設置状況に
応じ調査検討を実施予定

新技術・新素材の活用等に対応した
安全対策の確保

高効率な集合住宅用燃料電池システ
ムの開発 住宅・建築物関連先導技術開発助成事業

で新たに公募提案課題を採択した場合、技
術開発資金を補助

本庄・早稲田地域でのＧ水素モデル
社会の構築 地球温暖化対策技術開発事業（競争的資

金）で、新たに公募提案課題を採択した場
合、研究開発を支援

  

図戦略重点科学技術対象プロジェクトの開発スケジュール 

 

(4) 技術ロードマップ 
NEDO 技術開発機構では、「燃料電池実用化戦略研究会」で決定された方向性を基に、燃料電池・水

素技術開発事業の推進機関として産学の協力の下で研究開発を実施していますが、技術開発事業を適

切に推進するためには常に利害関係者間で「技術開発シナリオ」を共有しそれに沿って効率的・効果

的に実施する必要があります。そのため平成 17 年 5 月に、2020 年頃までを視野にいれ今後取り組む

べき技術課題及びその実現期待時期を整理した「技術ロードマップ」を作成しました。当該分野にお
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いて状況は刻々と変化することから、産学官からなる「燃料電池・水素技術開発ロードマップ委員会」

を開催し、平成 18 年 6 月に見直しを図っています。 

無加湿MEA、白金代替 ・低酸素過電圧触媒等

高温･低加湿対応技術に
目処（単セルレベル）
対応温度約70-90℃（＜約65%RH）
耐久性 2万時間実証
（低コスト化が見込めること）

次世代技術

高温･低加湿対応技術開発

高温･低加湿対応MEA開発
（電解質膜、触媒を含む）
高温対応セパレータ

高温･低加湿対応技術コスト低減・
高耐久化（スタックレベル）

対応温度約90℃（＜30%RH）
耐久性 4万時間

長期的課題解決技術

9万時間4～9万時間4万時間4万時間見通し

約90℃

発電効率：HHV (LHV)

長期的課題の反映
（普及レベルに見合う性能・
コスト確保が前提）

２０２０～３０年頃
（本格普及機）

耐久性

ｼｽﾃﾑ価格**

作動温度*

数百万円/kW
以上

数百万円/kW
以上

約70℃

120万円/kW (2008年)
（想定生産数 1万台/年
数千台/年/社相当）

120万円/kW (2008年)
（想定生産数 1万台/年
数千台/年/社相当）

約70℃

約70万円/kW
(10万台/年想定
2万台/年/社相当）

約70万円/kW
(10万台/年想定
2万台/年/社相当）

70～90℃

50万円/kW
(50万台/年想定
10万台/年/社相当）

50万円/kW
(50万台/年想定
10万台/年/社相当）

32% （35%） 32% （35%）約32% （35%）発電効率 34% （37%） 36% （40%） ＜

40万円/kW 未満
(＞50万台/年想定)

40万円/kW 未満
(＞50万台/年想定)

２０１５年頃
（普及機）

２０１０年頃
（改良機）

２００７年頃
（初期導入機）現在

約１万時間

約70℃

備 考

「発電効率」「耐久性」「シス
テム価格」は同時に達成が
期待される指標。ただし、
互いにトレードオフの関係
にある。

*「作動温度」は、スタックイ
メージを表すものであり、
上記３指標を満たすことが
最優先。

**「システム価格」はメー
カー出荷額。

燃料電池技術開発ロードマップ概要版

ＰＥＦＣ(定置用)技術開発の展開

劣化機構解明・加速劣化手
法、スタック耐久性向上策

スタック・部材低コスト化

周辺機器の部品点数削減・
共通化→コスト低減・信頼
性向上

各種基礎解析・評価手法開発

加速試験方法・
スタック高耐久化技術

スタック低コスト化・
量産技術開発

周辺機器の最適化
→高耐久化・コスト低減

各種基礎解析・
評価手法確立

スタック量産技術確立
→コスト低減

高性能スタック部材の
大量生産技術確立

→コスト低減

次世代技術を基盤とする使
用条件拡大(性能向上によ
るコスト増無)

大量生産技術コスト低減

高性能スタック部材最適化
→高性能・高耐久化

長期的課題の解決による更
なる高性能・低コスト(性
能向上によるコスト増無)

 

図 燃料電池システムの技術ロードマップ（一部） 

なお、ロードマップについては、当該分野における技術課題等の内容は、刻々と変化または進展す

る技術開発動向等の情勢変化により陳腐化するため、定期的な見直しが必要であると考えており、直

近では、水素分野を中心に、最新技術動向に更新しました。 

 

３． 事務・事業のマネジメント（Do） 

【科学技術連携施策群「水素利用／燃料電池」】 

事務・事業の統合化の活動 

総合科学技術会議の府省連携の推進の一環として開始した科学技術連携施策群の一つに「水素利用

／燃料電池」がテーマに挙げられています。この活動を推進するため、各府省担当者及び専門家を集

めたタスクフォース会合を開催し、「ナノテクノロジー・材料分野における基礎・基盤的取り組みとの

連携推進・強化の進め方」をとりまとめ、今後の水素／燃料電池の早期実用化および普及促進を目指

した研究開発の方向性を明らかにしました4。 

 

個別プロジェクト等の実施 

科学技術連携施策群では、科学技術振興調整費を用いた各府省の施策を補完する役目を担う研究開

発を（独）科学技術振興機構を事務局5として実施しています。 

具体的な課題として、地域における集合住宅、商業施設、街区における水素利用システム、地域の工

場副生水素や水素ステーションからの水素利用のコンセプトを提出し、その経済性と環境適合性をシ

ミュレーションにより評価し、技術的課題を抽出する「地域水素エネルギー利用システムの研究（採

                              
4 タスクフォースとりまとめ http://www8.cao.go.jp/cstp/project/bunyabetu2006/energy/5kai/siryo5-3.pdf 
5 (独)科学技術振興機構科学技術連携施策群ホームページ（http://www.jst.go.jp/renkei/index.html） 

（２００６年版） 
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択者：国土技術政策総合研究所）」、及び、現在の家庭用ガス計量システムと同等の安全性・利便性・

経済性を備えた水素ガス計量システムを実現する「需要家用水素ガス計量システムの研究開発（採択

者：九州大学）」の２つが採択され、平成17年度～平成19年度の期間において研究が実施されました。 

 

研究者・技術者等への情報発信 

総合科学技術会議では、各府省・各研究機関の協力の下、平成 19年 11 月、「世界に先駆けた普及を

目指して」と題したシンポジウムを開催し、約 420 人の参加者が集まりました。 

 

評価の取組 

科学技術連携施策群では、上記に示したタスクフォース会合を開催して、活動状況のフォローアッ

プ及び今後の課題について検討し、今後必要になる研究開発課題としてナノテクノロジー・革新材料

技術分野の基礎的・基盤的研究との連携強化の重要性を指摘し、エネルギーＰＴおよびナノテクノロ

ジー・材料ＰＴに報告しました。 

 

【総務省消防庁の取組】 

事務・事業の統合化の活動 

施策推進のため、平成 18年度中は、消防庁において「水素供給施設の安全対策に関する調査検討会」

を計４回開催しました。この活動の成果を都道府県等に提供するとともに、消防庁ホームページでも

掲載しております6。また、水素インフラに関する安全技術検討委員会（(財)石油産業活性化センター）、

新利用形態燃料電池基盤研究開発委員会（(社)日本電機工業会など）)等の燃料電池に係る様々な検討

会等に出席し、情報収集や現在の動向等の把握を行い、施策推進に反映させています。 

 

個別プロジェクト等の実施 

消防庁では、燃料電池の技術開発等の動向を踏まえつつ、①水素供給施設の屋内給油取扱所（キャ

ノピーの大きいもの）への設置②水素供給施設のセルフスタンドへの設置③水素改質装置の無人暖機

運転など水素を供給するための危険物施設の安全対策について調査検討を実施し、燃料電池自動車の

普及に不可欠なインフラ環境の整備が円滑に行われるための検討を行いました。 

 

研究者・技術者等への情報発信 

「水素供給施設の安全対策に関する調査検討会」における検討結果を報告書にまとめ、都道府県等

に提供するとともに、消防庁ホームページに掲載しました。 

 

評価・改善の取組 

現在、評価・検証を行うための実施設は存在しませんが、今後、当該施設の普及状況を見ながら、

本年度の検討結果を踏まえた安全対策の指導を行うとともに、検討結果についての検証を行っていく

予定です。 

 

【経済産業省の取組】 

事務・事業の統合化の活動 

(1) 国内外の情報の収集活動 
開発実施機関に対して、国内外の技術動向調査を業務として与えており、シンポジウムや、民間企

業などの開発状況について情報を収集し、プロジェクト担当者や関係者に対してワーキンググループ

の中で発表することとしています。 

                              
6 総務省消防庁報道発表（http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/190507-1/190427-1houdou.pdf） 
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個別プロジェクト等の実施 

(2) 新たに開始した研究開発事業 
経済産業省では、基礎研究から実証研究まで幅広く実施しており、平成 19 年度は新たに２つのプロ

ジェクトを開始しました。 

・固体酸化物形燃料電池実証研究 
発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（SOFC）の研究開発・実
用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題抽出等のための実証を実施します。 
・水素貯蔵材料先端基盤研究事業 
世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業と連携し、高圧水素貯蔵に
比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等
を明らかにすることにより、燃料電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図ります。 
 

 

また、プロジェクトの進捗状況を踏まえて、平成 20年度から次の２プロジェクトを開始することを

決めました。 

・固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発 
発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（SOFC）の早期市場導入
のために必要な基盤技術を確立するため、耐久性・信頼性向上のための基礎研究、実用化向上の
ための技術開発を行います。 
・水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 
水素エネルギー普及のための水素供給インフラ市場立上げに向け、水素の製造・輸送・貯蔵・
充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムの研究開発を行い、水素エネルギー
の導入・普及に必要な一連の機器及びシステムに関する技術を確立することを行います。 

 

(3) 主な既存の研究開発事業の進捗 
平成 17 年度から定置用燃料電池システムの大規模な実証研究を開始しており、所要のデータを取得

しています。この実証試験に参加する燃料電池システムの設置件数は平成 19 年度で 930 台、累積 2187

台にも及んでいます。また、平成 17 年度の補助額 600 万円／件から、平成 19 年度では補助額 350 万

円／件までコストダウンが図られています。 

 

(4) 関連プロジェクトの取組 
戦略重点科学技術対象プロジェクト以外にも、石油系燃料を原燃料とする高効率でコンパクトな水

素製造システムの確立等を目指す研究開発や、LP ガスを燃料とした家庭用燃料電池システムの実用化

のための高耐久性メンブレン型 LP ガス改質装置の開発が行われています。 

 

(5) 関連施策の取組 
「固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業」の中で、固体高分子形燃料電池システム等の

普及のため、①製品性能を単一の物差しで評価する試験・評価手法の確立、②燃料電池の国際商品と

しての位置づけからの国際標準の確立、③燃料電池の大規模な導入・普及の障壁となっている規制の

再点検を実施しました。その結果 2004 年（平成 16年）度末までに 6法律、28 項目の規制項目の再点

検が終了し、初期市場創造に向けた法規制による渉外は取り除かれました。引続き、規制緩和では、

10kW 級以下の固体酸化物形燃料電池（SOFC）を対象として、設置届出の不要化、設置離隔距離の緩和、

逆火防止装置の省略、常時監視、不活性ガスパージの不要化及び国際標準化では、水素燃料仕様、燃

料電池自動車の燃費試験法の確立等を進めるため、「水素社会構築共通基盤整備事業」を実施していま

す。 
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横断的な活動 

(6) 研究者・技術者の育成・維持 
燃料電池・水素技術で深い知見を有する大学及び研究機関等の専門家から構成する技術検討委員会

を設置して、事業実施の過程で発生した課題解決の助言や意見交換を行う等、研究者・技術者の育成

に努めています。また、積極的に各国で開催されるシンポジウムやワークショップへ参加したり、国

外の最先端の研究施設との共同ワークショップを開催したりしております。その結果、知識や経験と

もに豊富な研究者の育成につながり、質の向上が図れるものと考えております。 

さらに、HYDROGENIUS では、水素・燃料電池分野の若手技術者育成のために地元自治体、地域関係

者等が連携して行っている技術者育成のセミナー等にも、積極的に参画しています。 

 

(7) 研究者・技術者等への情報発信 
NEDO 交付金事業につきましては NEDO 報告会を 1 年に 1 回開催するとともに、固体高分子形燃料電

池や水素技術に関するシンポジウムで積極的に情報発信をしています。また、JHFCⅡでは JHFC セミナ

ーを 1年に 1回開催し、FC-Cubic ではイブニングセミナーを年数回開催し国内外の研究者にその成果

に係る情報を発信しております。 

さらに、HYDROGENINUS では、国内及び世界の第一線で研究を行っている研究者等が、水素エネルギ

ーの研究開発の動向や成果の情報発信を行う「水素先端世界フォーラム」を１年に１回開催しており、

平成 19 年度は日本及び海外から約 400 名の参加がありました。 

 

(8) 国民への情報発信 
実条件に近い中での燃料電池自動車の実証走行等の研究・検証を行う JHFCⅡについては、その広報

活動の一環として燃料電池自動車やバスを各種イベントで走行させたり、JHFC パークを設置し、本プ

ロジェクトの拠点とするとともに燃料電池自動車や水素エネルギーを学ぶ見学施設としてそこで積極

的に広報活動を行っております。 

また、燃料電池のイノベーションの基盤強化、革新的なベンチャー育成を図る燃料電池導入促進戦

略広報等事業では、異業種の先端企業・異分野の先端的研究者等が交流する場（大阪、東京各 1回）

を提供し、燃料電池を見て触れて知る機会を設けて、燃料電池の認知度の向上、燃料電池技術の基盤

強化を行っています。 

 

(9) 国際協力の推進 
水素・燃料電池に係る技術開発、基準・標準化、情報交換等を促進するための国際協力枠組みの構

築を目指して、米エネルギー省(DOE)前エイブラハム長官が提唱した、水素経済のための国際パートナ

ーシップ (IPHE)へ設立当初から参加し、各国と情報交換しております。 

 また、日米二国間では、平成 19 年度から、水素貯蔵材料先端基盤研究事業において、水素貯蔵材料

の精密な構造解析を行うため、独立行政法人産業技術総合研究が、米国ロスアラモス国立研究所との

共同研究を行っております。 

 

評価・改善の取組 

(10) 施策評価の実施 
「行政機関が行う政策の評価に関する法律」第 7条第 1項の規定に基づき、「政策に関する基本方針」

及び「経済産業省政策評価基本計画」を踏まえて、平成 19 年度経済産業省事後評価実施計画が定めら

れています。計画期間は平成 19 年 4 月１日から平成 20 年 3月 31 日までの間で、評価方法としては施

策を主管する課等の長は、当該施策の特性などに応じて学識経験者の知見を活用しつつ、評価を行う

こととしております。 
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(11) プロジェクト評価（中間・事後評価等）の実施 
NEDO 交付金事業においては、NEDO が主体となり、外部評価委員を委嘱し、5年プロジェクトにおい

ては 3年目に中間評価を、またプロジェクト終了後においては全て事後評価を実施しております。 

また、閣議決定された「国の研究開発評価に関する大綱的指針」に基づき、経済産業省内の研究開

発事業については｢経済産業省技術評価指針｣に沿って、事業終了直後に事後評価を実施し、また、5

年以上の期間を有する事業については 3年程度ごとに定期的に中間評価を実施することになっており

ます。 

なお、平成 19 年度で行われた中間評価の結果については、次のとおりです。 

・燃料電池先端科学研究 

  「燃料電池の普及には、コスト低減、耐久性向上、性能向上を実現する革新的な材料開発が必

要であるが、この実現のため、サイエンスに立脚した詳細な現象解明を行うことにより、ブレー

クスルーを獲得する仕組みを構築したことは非常に意義がある。また、短期間に、この研究体制

と各種研究設備を整備して、学術的レベルの高い研究をスタートし、研究成果を期待できるレベ

ルに到達させた点は評価でき、今後の成果創出に大きな期待が持たれることから、本研究を長期

的な視点から実施していく必要がある。」 

・水素社会構築共通基盤整備 

  「水素社会実現に向け、産学官の連携体制で規制見直し、安全性確保、国際標準化を同時に目

指している本事業はきわめて重要である。日本は産業戦略上、技術開発のみならず国際標準化に

おいてもリーダーシップを発揮していくことが重要であり、本事業の位置付け及び成果は高く評

価できる。また、安全性検証、その裏付けデータ取得、新たな評価手法の確立及び適用材料候補

の新規探索に関しては世界をリードするような優れた成果も得られている。」 

 

 
実施期間 今後の直近の評価 

（中間又は事後）の予定 

固体酸化物形燃料電池システム技術開

発 

H16～H19 平成 20 年度（事後） 

定置用燃料電池大規模実証事業 H17～H20 平成２１年度（事後） 

セラミックリアクター開発 H17～H21 平成 19 年度（中間） 

固体高分子形燃料電池実用化戦略的技

術開発 

H17～H21 平成 19 年度（中間） 

燃料電池先端科学研究（FC-Cubic） H17～H21 平成 19 年度（中間） 

水素安全利用等基盤技術開発 H15～H19 平成 20 年度（事後） 

水素先端科学基礎研究 

(HYDROGENIUS) 

H18～H24 平成 20 年度（中間） 

新利用形態燃料電池技術開発 H18～H22 平成 20 年度（中間） 

水素社会構築共通基盤整備 H17～H21 平成 19 年度（中間） 

 

 

【国土交通省の取組】 

事務・事業の統合化の活動 

府省連携の強化によって研究開発を推進するため、補助事業者において、「需要家用水素計量システ

ムに関する研究開発」(科学技術振興調整費による事業)プロジェクト担当者と需要家における水素計

量に係る情報交換を行いました。（平成２０年３月） 

 

個別プロジェクト等の実施 

補助事業者において、長期に亘る実運用試験により、実運用条件での各機器の特性評価データ、集
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合住宅全体での総合制御による省エネルギー性データを蓄積することができました。 

これらのデータは、本システムが目指す１００戸規模の集合住宅における省エネルギー効果の可能

性を示唆するものです。 

約 1年間の稼動期間において、実験に供した設備は、大きな不具合なく稼動しました。以下に各構

成要素の技術開発成果を記載します。 

① 集合住宅における水素配管に関する技術開発： 
集合住宅においてステンレス鋼管を使用した水素供給配管を設計・施工しました。１年間の

実居住試験において、溶接部や継手部分における水素漏洩等がなく、完全に水素供給ができる

ことを検証しました。 

② 水素製造装置に関する技術開発： 
実居住試験における特性把握（水素純度：99.999%目標達成）を完了し、制御改良を確認しま

した。 

③ 水素供給燃料電池コージェネレーションに関する技術開発： 
 実居住試験において制御改良を実施し、機器の運転特性（平均発電効率・平均排熱回収効率）

を把握しました。 

④ 統合学習制御システムに関する技術開発： 
実居住試験において季節毎の需要データ（電力・熱）を得ました。同時に統合学習制御シス

テムの実運用によりソフト改良を重ねました。既存集合住宅での実居住試験と改善： 

 実居住試験により得られた省エネルギー率は、年間で 6.9％、冬期で 9.9％であった。住戸別

では、年間で 10.1％を示す住戸も存在しました。 

また、100 戸単位モデルでの試算により、省エネルギー率は住棟全体で年間 13～21％得られ

ることが確認できました。 

横断的な活動 

研究者・技術者、国民への情報発信 

補助事業者において、下記に挙げる出版物により研究者等に向けて情報発信を実施しました。 

平成 20 年 1月 日本工業出版株式会社発行   初歩と実用シリーズよくわかる水素技術
「水素・燃料電池がある未来の生活」  著：大阪ガス㈱ 上殿紀夫 

 

評価・改善の取組 

毎年春頃に住宅・建築関連先導技術開発助成事業において、技術開発課題の募集を実施し、外部有

識者等から構成される審査委員会の審査を経て、採択案件の決定をしています。また、各技術開発課

題は、技術開発終了後に当該審査委員会において、フォローアップを実施する予定です。 

 

【環境省の取組】 

事務・事業の統合化の活動 

「本庄・早稲田地域でのＧ水素モデル社会の構築」事業（H17 年度～H19 年度）では、関係者が一堂

に会し、それぞれのテーマの進捗状況の確認や意見交換、情報共有を行うためのステアリング会議を

定期的に開催しました。また、経済産業省が平成 18 年度より実施している燃料電池自動車・小型移動

体に係る事業との間で、総合科学技術会議の縒りかけにより、連携会議を開催するとともに、事業推

進会議等への相互参加や、事業の一部を連携して行うことを検討するなど、連携強化を図りました。 

 

個別プロジェクト等の実施 

(1) プロジェクトの進捗状況 
本庄・早稲田地域をフィールドに、地域で排出される廃棄物からの水素の製造、水素吸蔵合金を用

いた貯蔵・輸送、並びに地域のコミューターカーを始め、様々な用途での利用の実証を相互の連携を
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図りながら実施中であり、これまでの成果として、廃アルミ等からの効率的な水素製造・活性化フリ

ーの水素吸蔵合金の低コストでの製造とこれを用いた効率的な水素貯蔵、並びにこれらを活用した燃

料電池コミューターカー、燃料電池車いす等の地域での利用等に一定の目途が得られました。 

Ｇ水素社会の実証事業モデル
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廃シリコン

バイオマス

水素

アルミドロスの前
処理

アルカリ溶液との
反応によるＧ水
素製造・反応残
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副生成物の付加
価値化

水素発酵菌によ
るG水素製造

水
素
製
造
プ
ロ
セ
ス

水
素
精
製
・貯
蔵
・
輸
送
プ
ロ
セ
ス

活性化フリー水素吸蔵合金
の製造

ＭＨによるＧ水素の精製・貯蔵・輸送

水素

水素

水素

ＭＨ駆動自動販売機GHFC信号機1kw級燃料電池

FCフォークリフト FC車いす

電動コミューターカー

ULFCV WFCV

精製容器 貯蔵容器精製容器 貯蔵容器

 

(2) 関連施策の取組 
環境省では、当該技術を用いて事業化を図る場合は、必要となる設備整備や実証事業に係る費用に

ついての補助を行うなど、水素利用・燃料電池の導入促進及び利用拡大に係る支援を行っています。 

 

横断的な活動 

(3) 研究者・技術者の育成・維持 
「本庄・早稲田地域でのＧ水素モデル社会の構築」事業では、本技術開発課題の関係者が定期的に

開催し、情報共有等を図っているステアリング会議において、参画する大学研究室等の学生など若手

研究者も積極的に参加し、企業等との活発な意見交換を図ることによって、新たな研究者及び技術者、

及び参加する全研究者・技術者の育成に取り組みました。 

 

(4) 研究者・技術者等への情報発信 
また、平成 19 年 1 月に地球温暖化対策技術開発事業成果発表会を行い、本事業の対象である事業者

だけでなく、それ以外の民間企業からの参加を推進することにより、当該技術の幅広い分野への情報

発信を行いました。 

また、本プロジェクトの最終成果報告として G水素祭を開催し、その中のプログラムの一つとして、

プロジェクトを率いる勝田正文早稲田大学教授が成果発表講演を平成 19 年 11 月 4 日に行っています

他に FCEXPO2007（平成 19 年 2 月 7～9 日開催）、FCEXPO2008（平成 20 年 2 月 27～29 日）にて本プロ

ジェクトの上杉浩之副代表と共同研究者の秋山友宏北海道大学教授が本プロジェクトの成果講演およ
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びパネル展示を行いました。（平成 19 年度２回。累計 ７回）。 

 

(5) 技術成果の分析 
環境省では、本事業を含む地球温暖化対策技術開発事業（競争的資金）の年度ごとの成果等につい

ては、有識者（？）を交えて、その技術開発の成果について分析し、具体的な施策につなげるための

検討を行っています。 

 

評価・改善の取組 

(6) 施策評価及びプロジェクト評価の実施 
環境省では、本事業を含む地球温暖化対策技術開発事業（競争的資金）において、毎年 3月頃に、

有識者らによる地球温暖化対策技術検討会技術開発小委員会を開催し、実施している全課題に対する

年度ごとの中間評価を行っています。また、当該事業は平成 19 年度終了につき、今年 8月～9月にか

けて事後調査を行う予定です。 

 

４． 総合的な結果・成果（パフォーマンス）や今後の課題・計画（See） 

(1) 活動の総括 
スケジュールどおりに調査検討を行い、必要な安全対策等の整理を行いました。（総務省消防庁） 

多くの技術開発プロジェクトにより、家庭用燃料電池システムのコストダウンに向け支援してまい

りました。特に平成 19 年度は、大規模実証事業において補助額の大幅な低下（450 万円→350 万円）

を達成し、累積導入台数も大幅に増加（1257 台→2187 台）しました。また、燃料電池自動車では、実

用化を目指し、コスト低減、航続距離の向上等を引続き取組み、フリート走行を含む公道実証試験を

新たに開始しました。さらに、水素貯蔵材料の革新的性能向上を目指し、水素貯蔵材料のメカニズム

解明を行う基礎研究を開始しました。このような、将来の水素社会の実現に向けて、燃料電池・水素

技術の基礎研究、研究開発、実証研究を重点的に実施しました。なお、基礎研究については、産総研・

大学等の研究機関が中心となり、そこに民間企業が参加する形で、産学官の協力により、行っていま

す。（経済産業省） 

補助事業者において、集合住宅用燃料電池システムの長期に亘る実運用試験により、実運用条件で

の各機器の特性評価データ、集合住宅全体での総合制御による省エネ性データを蓄積するなど、平成

19 年度に予定していた技術開発を着実に実施しました。（国土交通省） 

当該技術課題において、これまでの個別のサブテーマの成果に応じて、19 年度に予定していた研究

課題を予定通り実施、完了し、今後の実用化に向けて一定の成果を上げることができました。（環境省） 

 

(2) 知の産出と表彰等の評価 
平成 19 年度では、当該戦略重点科学技術の研究開発の一環で、約 950 件の論文が発表されるととも

に、特許出願がおよそ約 190 件ありました。 

具体的には、経済産業省では、固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発に関し、固体高分子形

燃料電池に係る電解質膜、電極触媒等の要素技術等について約 80 件の特許の出願と、約 460 件の論文

発表等を実施しました。また、水素安全利用等基盤技術開発に関し、水素製造、輸送、貯蔵、供給等

の要素技術等について約 60 件の特許を出願するとともに、約 290 件の論文発表等を実施しています。 

また、平成 19 年度、FC-Cubic の成果である「Surface Morphology and Proton Conduction Imaging 

of Nafion Membrane」においては、温度と湿度の影響を受けて固体高分子電解質の表面構造が変化す

る状況を原子力間顕微鏡を用いて世界一の高分解能で観察することに成功し、燃料電池特性を左右す

るプロトン伝導性の新しい評価方法を開発した他、「In situ 非線形分光法による電極表面の分析」の

発表においては、燃料電池性能の本質を支配する電極触媒の反応メカニズムに関してレーザー分光法
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で解析する技術を深化させました。さらに、この電極触媒の高性能化を担う担体構造の制御技術を確

立し、「自立メソポーラスカーボン薄膜」と題する特許を出願しました。 

さらに、平成 19 年度、渡辺政廣教授（山梨大）が、水素経済のための国際パートナーシップ（IPHE）

において、「2007 IPHE Technical Achievement Award」を受賞しました。なお、渡辺教授は、文部科

学省の「リーディングプロジェクト」、NEDO の固体高分子形燃料電池（PEFC）実用化戦略的技術開発

におけるプロジェクトリーダーをはじめ、燃料電池の研究・開発に長年取組まれ、この基礎研究領域

においてその成果が世界的に高く評価されています。 

また、固体酸化物形燃料電池システム技術開発（H16～H19）において佐々木一成教授（九州大）が

行った研究が、欧州の燃料電池の学協会である European Fuel Cell Forum が主催する国際会議にて顕

著な業績として評価され、この分野で権威のある Schoenbein メダルを受賞しました。 

環境省では、当該技術開発に参加した勝田正文教授から、日本機械学会において、「水素吸蔵合金に

よる水素貯蔵精製システムの最適設計」に関する論文が発表されました（平成 18年度１本、累計３本）。

また、当該技術開発に参加した三洋電機㈱からは、「水素発生方法及び水素発生装置」 特願

2006-255801 2006 年 9 月 21 日、「燃料電池発電システム」特願 2007-037977 2007 年 2 月 19 日、

の特許が出願され、㈱アイテック、三洋アクアテクノ㈱（現在、三洋電機㈱）からは「水素製造装置」

特願 2005－288510 2005 年 9 月 30 日の特許が出願されています。（特許出願数 2 件（累積 4件）） 

 その他、環境省の本庄・早稲田地域でのＧ水素モデル社会の構築事業では、アルトピア 2006 年 4

月号において、「水素エネルギーモデル社会の構築」と題する当該技術開発に関する特集が組まれ、勝

田正文教授が原稿を執筆しています。 

 

(3) 実用化・社会適用 
平成 18 年度中に水素供給設備を設置した屋外型給油取扱所(平成 16 年度検討事項)が１施設設置さ

れました（総務省消防庁）。 

 

(4) 規制・標準への反映 
総務省消防庁では危険物の規制に関する政令を改正し、電気を動力源とする自動車等に水素を充て

んするための設備を設ける給油取扱所(屋外型)の技術上の基準に関する規定を設けました（平成 17

年 4 月 1日施行）。 

 

(5) 今後の課題と計画 
課題の概要 

上階を有する給油取扱所への水素供給施設の設置等、その安全対策について具体の検討を実施して

いない給油取扱所については、今後の普及の動向を見ながら必要な検討を行っていく必要があります。

（総務省消防庁） 

燃料電池自動車では信頼性、耐久性の向上及び低コスト化、定置用燃料電池システムでは耐久性向

上、低コスト化及び更なる性能向上、また、燃料となる水素の製造、貯蔵、輸送方法の十分な検討及

びそれに係るインフラの整備の検討が大きな課題として残っております。（経済産業省） 

集合住宅用燃料電池システムの実用化・普及促進に向けて、水素製造装置の効率改善や貯湯槽容量

の最適化、制御ソフトの改善等の課題の検討が必要となるとともに、水素供給インフラという新たな

インフラに関して、技術的、社会的な取組みが必要となります。（国土交通省） 

廃棄物からの水素製造、貯蔵、輸送、利用に関して予定していた成果を上げることができたものの、

今後、各技術を実用化するために残された課題を解決して早期の実用化を図ること、さらに水素に関

する社会的なニーズや状況を的確に捉えて、各技術を有機的に連携した地域としてのシステムを確立

することが必要です。（環境省） 
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今後の計画 

現在、水素供給施設を併設した給油取扱所の設置数は、実証段階の１施設のみです。そのため、総

務省消防庁では、平成 19年度以降の調査・検討については、その設置の動向を見ながら、安全対策に

ついて必要な調査検討等を実施することとしています。 

経済産業省では、燃料電池のコスト低減や、耐久性向上のための研究開発プログラムの推進、また

量産化体制に向けた大規模実証の更なる拡大、将来の水素社会に向けたインフラや自動車の実証試験

研究の継続を計画しており、適宜産業界の要望を取り入れながら課題解決に向けた研究開発プログラ

ムの展開を検討していきます。 

国土交通省では、燃料電池の開発に関しては、平成 20 年度以降において、先導的な技術開発に係る

補助事業を継続する予定です。また、街区レベルでの燃料電池システムの活用等の検討も実施する予

定です。 

環境省では、地球温暖化対策技術開発事業において、「安全な革新的水素貯蔵・輸送技術に係る技術

開発」を重点テーマとして、公募・選定し、優れた提案については委託及び補助により支援を行い、

エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供給・利用を含めたシステムの開発等

に向けた技術開発事業を展開していきます。 
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【別紙】 

●平成 19 年度の各府省の戦略重点科学技術推進体制 

 

○総務省の体制 

 

○経済産業省の体制 

 

総務省消防庁 

危険物保安室 

水素供給施設の安全対策に関
する調査検討会 

（学識経験者、関連団体、行政機

関等 15 名から組織） 

経済産業省

資源エネルギー庁

資源・燃料部

石炭課

ＮＥＤＯ

省エネ・新エネ部
政策課

燃料電池推進室

セラミックリアクター開発

ファインセラミック技術研究組合、ホソカワ粉体技
術研究所、産総研、三重大学、名古屋大学、電

中研等

定置用燃料電池大規模実証

固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術
開発

燃料電池先端科学研究（FC-Cubic）-

産総研

固体酸化物形燃料電池システム技術開発

日立製作所、東陶機器、関西電力、三菱マテリ
アル、三菱重工業、産総研、電中研、九州大学等

燃料電池システム等実証研究（JHFCⅡ）

（財）日本自動車研究所、（財）エンジニアリング振興協会

水素安全利用等基盤技術開発

川崎重工、三菱重工業、東京理科大、

日本自動車研究所、産総研等多数

産総研、九州大学

新利用形態燃料電池 標準化等技術開発

●標準化技術開発
日本電機工業会、産総研

●性能特性等向上研究開発
岩谷産業、ヤマハ発動機、日本電気等

製造産業局
ファインセラミック室

水素社会構築共通
基盤整備

●燃料電池自動車
（財）日本自動車研究所
●定置用燃料電池
システム
（社）日本ガス協会、
（財）日本ガス機器検査
協会、（社）日本電機工
業会
●水素インフラ
（財）石油産業活性化セ
ンター、（財）金属系材
料研究開発センター、
（社）日本アルミニウム
協会、（財）エネ総工研、
産総研等

燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発

日立製作所、松下電池工業、電中研、

産総研、佐賀大、物材研等

将来型燃料高度利用
研究開発

（財）石油産業活性化セン
ター

委
託

高耐久性メンブレン
型ＬＧガス改質装置

の開発

岩谷産業、日本ガイシ等

環境技術開
発部

ナノテクノロ
ジー・材料
技術開発部

委
託

燃料電池用燃料ガス
高度精製技術開発
（平成18年度まで）

電源開発等
戦略重点：石炭ガス化

委託
石油精
製備蓄
課

新エネ財団 エネ供給事業者
助成

ＦＣシステムメーカー

●基礎的・共通的課題
• 山梨大、大同大、京大、横浜国大、大
阪ガス、産総研等多数

●要素技術開発
• 三菱重工業、東レ、松下電器、東工大
等多数

●実用化開発
• 東レ、三菱重工業、住友金属、日清紡
等多数

●次世代技術開発
• 産総研 東大、北大等大学多数

委託

委託

委託

委託

戦略重点科学技術対

象プロジェクト

委託

委託

委託

委託

委託

燃料電池・
水素技術開
発部

水素貯蔵材料先端基盤研究事業

産総研、高エネ機構、JASRI,、広島大、

東北大、原子力機構等多数

（１9年度終了）

(19年度終了）

固体酸化物形燃料電池実証研究

エネ供給事業者

FCシステムメーカー

新エネ財団

助成

助成

委託

水素先端科学基礎
研究事業

経済産業省

資源エネルギー庁

資源・燃料部

石炭課

ＮＥＤＯ

省エネ・新エネ部
政策課

燃料電池推進室

セラミックリアクター開発

ファインセラミック技術研究組合、ホソカワ粉体技
術研究所、産総研、三重大学、名古屋大学、電

中研等

定置用燃料電池大規模実証

固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術
開発

燃料電池先端科学研究（FC-Cubic）-

産総研

固体酸化物形燃料電池システム技術開発

日立製作所、東陶機器、関西電力、三菱マテリ
アル、三菱重工業、産総研、電中研、九州大学等

燃料電池システム等実証研究（JHFCⅡ）

（財）日本自動車研究所、（財）エンジニアリング振興協会

水素安全利用等基盤技術開発

川崎重工、三菱重工業、東京理科大、

日本自動車研究所、産総研等多数

産総研、九州大学

新利用形態燃料電池 標準化等技術開発

●標準化技術開発
日本電機工業会、産総研

●性能特性等向上研究開発
岩谷産業、ヤマハ発動機、日本電気等

製造産業局
ファインセラミック室

水素社会構築共通
基盤整備

●燃料電池自動車
（財）日本自動車研究所
●定置用燃料電池
システム
（社）日本ガス協会、
（財）日本ガス機器検査
協会、（社）日本電機工
業会
●水素インフラ
（財）石油産業活性化セ
ンター、（財）金属系材
料研究開発センター、
（社）日本アルミニウム
協会、（財）エネ総工研、
産総研等

燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発

日立製作所、松下電池工業、電中研、

産総研、佐賀大、物材研等

将来型燃料高度利用
研究開発

（財）石油産業活性化セン
ター

委
託

高耐久性メンブレン
型ＬＧガス改質装置

の開発

岩谷産業、日本ガイシ等

環境技術開
発部

ナノテクノロ
ジー・材料
技術開発部

委
託

燃料電池用燃料ガス
高度精製技術開発
（平成18年度まで）

電源開発等
戦略重点：石炭ガス化

委託
石油精
製備蓄
課

新エネ財団 エネ供給事業者
助成

ＦＣシステムメーカー

●基礎的・共通的課題
• 山梨大、大同大、京大、横浜国大、大
阪ガス、産総研等多数

●要素技術開発
• 三菱重工業、東レ、松下電器、東工大
等多数

●実用化開発
• 東レ、三菱重工業、住友金属、日清紡
等多数

●次世代技術開発
• 産総研 東大、北大等大学多数

委託

委託

委託

委託

戦略重点科学技術対

象プロジェクト

委託

委託

委託

委託

委託

燃料電池・
水素技術開
発部

水素貯蔵材料先端基盤研究事業

産総研、高エネ機構、JASRI,、広島大、

東北大、原子力機構等多数

（１9年度終了）

(19年度終了）

固体酸化物形燃料電池実証研究

エネ供給事業者

FCシステムメーカー

新エネ財団

助成

助成

委託

水素先端科学基礎
研究事業
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大阪ガス（株） 東芝燃料電池システム（株）

（株）長府製作所

・個別高効率燃料電池システム開発と製作
・集合住宅での耐久性評価

・個別排熱利用システムの開発と製作
・集合住宅での最適制御評価

・セントラル水素製造装置の開発と製作
・集合住宅対応最適制御開発と製作
・集合住宅（NEXT）への導入・実証試験

共同技術開発

国土交通省住宅局

事業費の一部を補助

【高効率な集合住宅用燃料電池システムの開発】

国土交通省の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境省の体制 

【テーマ】
本庄・早稲田地域で
のG水素モデル社会

の構築

地球温暖化対策技術開発事業（競争的資金）

早稲田大学
環境総合研究センター

三洋電機㈱ 三洋電機㈱

佐賀大学

JFEコンテイナー㈱、
大陽日酸㈱、三菱重

工業㈱

㈱アイテック、
北海道大学、
古河スカイ㈱

北海道大学

東北大学、
㈱早稲田総研

（廃シリコンからG
水素およびゼオラ
イトの製造）

（廃アルミからG水素お
よびゼオライトの製造）

（水素発酵菌によるG水
素の製造）
（G水素を利用した経済
的なFCシステムの開
発）

（水素化燃焼合成技
術による活性化フリー
水素吸蔵合金の製
造）

（統括）
（SGMHの製造と水素精製機能を備えた吸蔵装
置の製作）
（水素吸蔵合金を利用した水素貯蔵・輸送技術）
（AGHCの製造とシステム開発）
（燃料電池車椅子の開発）

（カセット式GHFC信号機、ＧＨ
ＦＣフォークリフトの製造とシス
テム開発）

（熱駆動型自動販売
機の開発）

（G水素モデル社会の実現に伴う環境負
荷発生及び経済影響評価手法の開発）
（G水素モデル社会の事業性評価）

［運営体制］

環境省
地球温暖化対策課

地球温暖化対策技術検討会
技術開発小委員会

評価の実施等

評価委員会

事務局

指導等
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戦略重点科学技術 

太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化

技術 

 

経済産業省 
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１． 選定理由 

エネルギーの安定供給や地球環境問題に対応するためには、無尽蔵でクリーンな太陽エネルギー

を最大限活用することが重要です。太陽光発電は、これまで官民が一体となって研究開発及び普及

促進に積極的に取り組んできた結果、我が国は設置量・生産規模とも世界トップレベルを誇るよう

になりましたが、最近はドイツ等の欧州諸国も開発・普及を強力に推進しており、我が国の市場優

位性が脅かされています。また、太陽光発電のコストはこの10年間に低減が図られましたが、依然

として系統電力と比べ高い発電コストが課題となっており、その本格的な普及に至っていません。

そこで、系統電力と競争力を有し国際展開可能な飛躍的高効率化・低コスト化を目指し、革新的な

太陽光発電技術の研究開発に取り組むこととしました。 

 

施策目標体系 

個別政策目標 世界で利用される新たな環境調和型のエネルギー供給を実現する。 

【経済産業省】 以下に示す導入目標を達成し、我が国のエネルギー安定供給確保及び温室効果ガ

ス排出削減に貢献する。 

 ・太陽光発電：2010年度までに73～118万ｋｌ（原油換算）、2030年度までに669～1,300万ｋｌ（同）

成果目標 

2010 年までの

研究開発目標 

太陽光発電の高効率化、低コスト化のための技術開発、実証を行い、太陽光発電

の経済性を向上させる。（発電コスト2010年度約23円／kWh） 

 

 平成 19 年度対象プロジェクト一覧 

太陽光発電システム

実用化加速技術開発 

経済産業省 H17 ～

H19 

4,584（百万円）

の内数 

太陽電池の生産性を大幅に向上させる量産化技術や太陽

光発電システムの低コスト化技術開発を行う。 

太陽光発電システム

共通基盤技術研究開

発 

経済産業省 H18 ～

H21 

4,584（百万円）

の内数 

我が国の国際競争力を維持・向上させるために、太陽電

池性能評価や発電量評価等の共通基盤的技術の確立を目

指す。 

太陽光発電システム

未来技術研究開発 

経済産業省 H18 ～

H21 

4,584（百万円）

の内数 

従来技術の延長線上にない新しいブレークスルーによる

技術革新を目指し、中長期的な視野から太陽光発電シス

テムの研究開発を実施する。 

 

２． 施策の総合フレームワーク（ＰＬＡＮ） 

(1) 国内外の情勢 
ヨーロッパを中心とする太陽電池需要の急増により太陽電池メーカー各社は増産、設備増強計画を

発表しました。その一方で、前年度より懸念されていたシリコン材料不足が顕在化し、太陽電池の生

産に影響が現れました。 

技術開発としては、2004 年に NEDO が策定した太陽光発電ロードマップ（PV2030）1に基づき、太陽

光発電の経済性の改善と制約のない利用拡大に資する２つの研究開発プロジェクト（未来技術研究開

発、共通基盤技術研究開発）を平成 19年度も継続して実施し、色素増感、有機薄膜などの新規太陽電

池に対する技術開発を着実に推進しました。2 

また、メガワット級の大規模太陽光発電に関しては、平成 18 年度から NEDO によりプロジェクト化

され、我が国初の大規模太陽光発電所を北海道稚内市に 5MW 級の、および山梨県北杜市に 2MW 級の実

証研究設備を段階的に建設しています。この NEDO の大規模太陽光発電の実証研究で建設される設備は、

特別高圧の送電系統に連系される専用の発電所としては国内初であり、系統に与える影響を緩和する

様々な技術開発を実施しています。 

海外に目を向けると、ドイツが採用したフィードインタリフ制度と同様の制度を欧州の各国が採用

し、太陽光発電関係の市場が爆発的に増大しました。研究開発においても、研究開発対象を絞った集

                              
1 NEDOホームページ「2030年に向けた太陽光発電ロードマップ」：http://www.nedo.go.jp/informations/other/161005_1/gaiyou_j.pdf 
2 （出典）http://www.nedo.go.jp/activities/portal/p06005.html 
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中的な技術開発が行われました。一方、米国ではブッシュ大統領のソーラーアメリカ計画に基づき、

多額の技術開発予算が投じられました。このように欧米で太陽光発電に対する研究開発が加速されま

した。また一方、アジアでも中国などの新興国が太陽電池に進出してきました。 

 

(2) 具体的な目標及び研究開発スケジュール 
太陽光発電は、2010 年度までに太陽光発電の高効率化、低コスト化のための技術開発、実証を行い、

太陽光発電の経済性を向上させる（発電コスト 2010 年度約 23 円/ｋWh）とともに、さらに超長期を見

据えて、2030 年度までに太陽光発電の高効率化、低コスト化のための技術開発、実証を行い、太陽光

発電の経済性を向上させる（発電コスト 2030 年度約 7円/ｋWh）ことを目標としています。 

この目標は、有識者や業界団体の代表者をメンバーとする総合資源エネルギー調査会新エネルギー

部会において、新エネルギー導入目標や課題について諮り、決定しています。 

 
図 太陽光発電の経済性改善シナリオ（NEDO「2030 年に向けた太陽光発電ロードマップ」より） 

また、NEDO が担当するプロジェクトについては、NEDO において有識者をメンバーとする技術委員会

を設置し、開発内容やスケジュールについて諮り、決定しています。 

第２期

（★：戦略重点科学技術対象プロジェクト） 2005 2006 2007 2008 2009 2010

★太陽光発電システム実用化加速技術開発

★太陽光発電システム共通基盤技術研究開発

★太陽光発電システム未来技術研究開発

大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究

第３期科学技術基本計画期間

 
図 革新的高効率化・低コスト化技術の研究開発スケジュール 
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経済産業省

独立行政法人
新エネルギー・産業技術総合開発機構

【太陽光発電システム
共通基盤技術研究開発】

（独）産総研、
（財）電気安全環境研究所、
（財）日本気象協会、
岐阜大学、

昭和シェル石油㈱など
合計１６件

委託

【太陽光発電システム
未来技術研究開発】
シャープ㈱、
㈱カネカ、
三洋電機㈱、
（独）産総研、

東京工業大学など
合計６９件

【太陽光発電システム
実用化加速技術開発】
三菱重工㈱、㈱新菱、
㈱クリーンベンチャー２１、

㈱フジプレアム
合計４件

運営費交付金

【大規模電力供給用
太陽光発電

系統安定化等実証研究】
北海道電力㈱、
北海道稚内市、

㈱ＮＴＴファシリティーズ、
山梨県北杜市
合計４件

図 戦略重点科学技術（革新的高効率化・低コスト化技術開発）の推進体制

戦略重点科学技術対象プロジェクト

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー対策部

新エネルギー対策課

 

なお、先に挙げた太陽光発電ロードマップは、2004 年に東京農工大学 黒川浩助 教授（現：東京工

業大学 特任教授）を委員長として、太陽電池メーカーのみならず、住宅メーカー、建築会社、電力

業界などの太陽光発電システムに関わる企業関係者、大学関係者などによる検討委員会を設けて策定

しました。次回見直しは４年後の 2008 年を予定しており、この際にも同様の検討委員会を設けて行う

予定です。 

 

３． 事務・事業のマネジメント（Do） 

事務・事業の統合化の活動 

(1) 国内外の情報の収集活動 
戦略重点科学技術対象プロジェクトの実施状況をみると、未来技術研究開発では、実施者が参加す

る技術分科会を 3～4回/年実施し、研究の進捗状況や進め方を議論し、情報の共有に努めています。

共通基盤技術研究開発でも、外部委員を交えた技術研究会を開催し情報の共有を図っています。 

戦略重点科学技術以外のプロジェクトでも、大規模太陽光のプロジェクトの実施に際して、実施者

を公募する前の平成 17 年度に予備調査を実施して報告書を公開しています。また、プロジェクトの実

施にあたっては、NEDO において技術委員会を開催（平成 19 年度 3 回開催予定）し、関係機関内で情

報を共有するようにしています。 

このように、最新情報が関係者間で共有できる仕組みを幅広く構築しています。また、プロジェク

ト等の成果報告書を NEDO ホームページ上で公開し、太陽光発電関係者で広く情報の共有を図っていま

す。 

 

個別プロジェクト等の実施 

(2) 新たに着手した研究開発プロジェクト 
平成 19年度に新たに着手した研究開発プロジェクトはありません。 

 

(3) 既存の研究開発事業の進捗状況 
平成 18 年度から開始した太陽光発電システム未来技術研究開発の色素増感太陽電池では、高効率化
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技術、耐久性向上技術、モジュール化技術の開発を目的として「高効率・集積型色素増感太陽電池モ

ジュールの研究開発」において、電子移動素過程の解析、色素吸着状態の解析を実施して、効率

11.3%(5mm 角)を達成しました。また、次世代超薄型シリコン太陽電池では、省シリコンの高効率化技

術の開発を目的として、「未来型超薄型多結晶シリコン太陽電池の研究開発」において、低反射テクス

チャー構造の開発により、100μｍ厚、15ｃｍ角多結晶シリコン太陽電池を試作し、変換効率１６．７％

を達成するなど、要素技術開発に着実な成果が得られています。平成 17 年度から開始した太陽光発電

システム実用化加速技術開発の「微結晶タンデム太陽電池の低コスト化製造技術開発」では、平成２

２年（２０１０年）時点での太陽電池発電コストを家庭用電力料金並みの２３円/ｋＷｈ程度（１０万

ｋＷ／年規模の生産を想定、モジュール製造コスト１００円／Ｗ、システム設置価格３０万円／ｋＷ

程度に対応）とする目標発電コストの実現に向けて、微結晶タンデム型太陽電池製造技術をベースに，

装置稼働率や性能歩留まり等の生産性の大幅向上を狙う技術開発を行い、装置稼働率 75％以上，性能

歩留まり 80％以上の生産性の目処を得る目標を達成しました。平成 18 年度から開始した太陽光発電シ

ステム共通基盤技術研究開発の「新型太陽電池評価技術の開発」では、効率的な開発が出来るよう２

テーマに集約して研究開発を実施しました。「太陽電池評価技術の研究開発」においては平成２０年度

に予定されている性能評価装置の基本設計と性能検証を行い、加速的に基盤整備を進めました。一方

「発電量評価技術の研究開発」においては、太陽電池モジュールの発電量定格の測定条件の検討と計

算法(発電量定格)の開発を行いました。 

 

(4) 関連プロジェクト 
また、太陽光発電の革新的効率化、低コスト化技術の研究開発の推進とともに、その出口を支える

プロジェクトとして、大規模な太陽光発電所を建設し、日射量急変時における電圧変動対策などの系

統連系対策技術を確立する「大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究」を一体的に推進し

ています。 

 

横断的な活動 

(5) 研究者・技術者等への情報発信 
平成 19 年 12 月 3 日福岡開催の第 17 回太陽光発電国際会議（PVSEC-17）や同年 9月 21 日の日中韓

ワークショップなどの国際会議等で太陽光発電の研究開発等について情報発信を行っています。 

また、戦略重点科学技術以外の関係プロジェクトについても、「大規模電力供給用太陽光発電系統安

定化等実証研究」の活動状況について、平成 19 年 12 月 7 日に「LARGE SCALE PV DEMONSTRATIVE PROJECTS 

PROMOTED BY NEDO」として PVSEC-17 にて、また、平成 20 年 2 月 29 日に「NEDO における太陽光発電

関連の実証研究」として PVEXPO にて国内外の専門会を対象に発表を行った他、「電気設備学会」平成

19 年 8 月号に「分散型エネルギーシステムと電力系統連系」として情報発信しました。 

(6) 国民への情報発信 
国民への情報発信については、太陽光発電を含む新エネルギー技術全般で幅広く行っています。 

【様々な広報活動】 

○パンフレット作成 

一般国民を対象に新エネルギー全般のパンフレットを作成しました。 

○成果報告会の開催 

「太陽光発電技術開発及び関連事業」の成果報告会を川崎市立労働会館にて開催しました。 

○第 12 回新エネ大賞の開催 

新エネルギー機器及びその導入事例のうち、今後の普及促進に資すると認められる先駆的なものを表彰す

ることを目的として、第 12 回「新エネ大賞」を実施しました。また、新エネ大賞受賞内容を紹介したパン

フレットを作成し関係各所へ配布しました。 

○新エネルギー需要創出キャンペーンの開催 

企業はもとより、個人及び家庭を対象に、社会的に新エネルギー導入に対する気運を盛り上げ、新エネル

ギーの導入を推進することを目的に『展示会』、『フォーラム』及び『分科会』を実施しました。 
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また、太陽光発電を含む新エネルギー全般について子供、学生等の理解と関心を醸成するため、学

校で新エネルギー全般に関する授業支援を行いました。 

・小学生 4～6年生：若手漫才師及びＮＰＯ関係者等がが講師となり、『新エネルギー教室』を開催。 

・中学生：大学教授等が講師となり、『新エネルギー教室』を開催。 

・高校生や大学生：新エネルギーメーカー技術者等が講師となり、『新エネルギーセミナー』を開催。 

 

評価・改善の取組 

(7) 施策評価の実施 
「行政機関が行う政策の評価に関する法律」第 7条第 1項の規定に基づき、「政策に関する基本方針」

及び「経済産業省政策評価基本計画」を踏まえて、平成 19 年度経済産業省事後評価実施計画が定めら

れています。計画期間は平成 19 年４月１日から平成 20 年 3月 31 日までの間で、評価方法としては施

策を主管する課等の長は、当該施策の特性などに応じて学識経験者の知見を活用しつつ、評価を行う

こととしています。 

 

(8) プロジェクト評価（中間・事後評価等）の実施 
NEDO では中期計画、評価実施規程及びマニュアルに基づき、評価の円滑な実施を図っています。 

まず、未来技術研究開発においては、平成 19 年 12 月～20 年 1 月に外部有識者により、中間目標の

達成状況、最終目標達成の可能性などの進捗状況の評価を行い、その結果を受けて、テーマの改廃を

含む平成 20年度以降の研究体制の再編を行いました。また、未来技術研究開発で平成 19 年度の追加

公募によって採択されたテーマについては、平成 20年度に同様の評価を経て、平成 21 年度研究体制

の見直しを行う予定です。 

また、平成 22 年度に共通基盤技術研究開発の目標の達成度について、平成 20年度に実用化加速技

術開発の目標の達成度や事業化の可能性などについて、事後評価を行う予定です。 

 

４． 総合的な結果・成果（パフォーマンス）や今後の課題・計画（See） 

(1) 活動の総括 
経済産業省では、多くの技術開発プロジェクトにより、太陽電池のさらなる高効率化、コストダウ

ン及び太陽光発電の普及を支援してまいりました。特に平成 18 年度は太陽光発電の大量導入に向けて、

系統に影響を与えない高度な出力制御技術の開発等を達成するために必要な詳細設計等を行いました。 

 

(2) 知の産出と表彰 
平成 19 年は、未来技術研究開発、共通基盤技術研究開発、実用化加速技術開発の３プロジェクトで、

論文数 151 件（累積 224 件）、特許出願数 90 件（累積 117 件）の成果がありました。 

また、平成 19 年 12 月 3日福岡開催の第 17 回太陽光発電国際会議（PVSEC-17）では、産総研の太陽

電池に関する報告で、Paper Award、Young Researcher Award の 2件を受賞しました。 

さらに、第 2回「ものづくり日本大賞」では、NEDO の太陽電池事業関連で 3件の受賞がありました。

具体的には、「経済産業大臣賞」に富士電機システムズ株式会社が「フィルム太陽電池とその連続製造

技術の開発と実用化」で受賞し、「優秀賞」には、昭和シェルソーラ株式会社と昭和シェル株式会社が、

「太陽電池の概念を変えた次世代型 CIS 系薄膜太陽電池の製造技術開発と実用化」で、三菱重工株式

会社が「アモルファス太陽電池用プラズマ CVD 装置の開発」でそれぞれ受賞しました。昭和シェルソ

ーラ株式会社においては、2007 年グッドデザイン賞「エコロジーデザイン賞」 、第 12 回新エネ大賞

「経済産業大臣賞」も受賞しました。 
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(3) 実用化・社会適用 
先進太陽電池技術研究開発（H13～H17）の成果を活用し、昭和シェル石油は CIS 系薄膜太陽電池を、

三菱重工業とカネカはタンデム構造薄膜シリコン太陽電池を、それぞれ平成 19 年から販売開始してい

ます。 

 

(4) 今後の課題と計画 
課題の概要 

太陽光発電については、一層のコスト低減を可能とする省シリコン系や全くシリコンを使用しない

非シリコン系太陽電池の研究開発が重要です。 

 

今後の計画 

平成 20 年度からは、平成 19 年度に発表された地球温暖化に関する総理のイニシアティブ「美しい

星 50（クールアース 50）」の世界全体の温室効果ガス排出量を現状の半分にするという超長期的な目

標に貢献するため、特に高効率（発電効率４０％超）・火力発電並みの低コスト化が期待される新材料・

新構造を利用した革新型太陽電池の実現を目指す技術開発を実施することとしています。 

また、継続して実施する技術開発も、それぞれの目標に向けて着実に推進することとしています。 
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戦略重点科学技術 

電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 

 

経済産業省 
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１． 選定理由 

エネルギーの安定供給や地球環境問題に対応するためには、実用性のある再生可能エネルギーを

大規模に導入することは極めて重要であるが、出力変動が激しい再生可能エネルギーを有効に利用

するためには、出力変動を調整する蓄電システムが不可欠である。また、今後複雑になる電力ネッ

トワークを安定化するためには、大規模な高性能蓄電システムが必要である。さらに、石油燃料を

必要としない電気自動車の実用化、あるいは、現在普及が進むハイブリッド車の本格普及のために

は、低コストで高出力・高エネルギー密度、高耐久性の蓄電システムが不可欠である。このため、

従来の電力供給システムを刷新し電気の利用形態を抜本的に変えることが可能な、飛躍的に性能が

向上した蓄電技術を、最新の超電導技術やナノテクノロジーなどを駆使して開発する。 

 

施策目標体系 

個別政策目標 国民が必要とする燃料や電気を安定的かつ効率的に供給する。 

【経済産業省】 高性能な電力貯蔵によって、エネルギー供給システムの高度化、新たなエネルギー利用

を創出することで、我が国の電力供給安定性に貢献する。 

成果目標 

2010 年までの

研究開発目標 

・低コスト化（系統安定化用、負荷変動補償用のライフサイクルコストをそれぞれ5万円

/ kW、14万円/ kW）、高信頼性化（冷凍機平均故障間隔2万時間以上）等を達成した

SMESシステムを確立すると共に、さらなる高性能化のため、イットリウム系線材等に

よる大容量化、高性能コイル等の基盤技術を開発する。 

・単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産技術を確立するとともに、キ

ャパシタ製造技術を確立することで、20Wh/ kgの高エネルギー密度と耐久性を有す

る電気二重層キャパシタを開発する。 

・ニッケル水素系、リチウム系二次電池、キャパシタ等について、大容量化・低コスト化

を進め、このような蓄電池等を活用することで、系統安定化による風力・太陽光等再

生可能エネルギーの導入促進や、クリーンエネルギー自動車の性能向上を図る。 

 

 平成 19 年度対象プロジェクト一覧 

超電導電力ネットワ

ーク制御技術開発 

経済産業省 H16 ～

H19 

1,591（百万円） 電力ネットワークシステムの安定化等を目的として、超

電導電力貯蔵システム（SMES）を用いた系統制御技術の

開発・実用化レベルでの機能検証を行うとともに、超電

導フライホイール（FW）の実用化に必要な技術開発を行

う。 

超電導応用基盤技術

研究開発 

経済産業省 H15 ～

H19 

1,913(百万円） イットリウム系超電導線材作成要素技術を基に、実用化

レベルの線材作成技術を確立する。 

カーボンナノチュー

ブキャパシタ開発プ

ロジェクト【再掲】 

経済産業省 H18 ～

H22 

400(百万円） 従来の活性炭電極では不可能な高出力かつ高エネルギー

密度の電気二重層キャパシタを実現するため、高度に配

向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術

を開発するとともに、これを用いたキャパシタ電極の開

発を行う。 

次世代蓄電システム

実用化戦略的技術開

発（系統連系円滑化

蓄電池技術開発） 

経済産業省 H19 ～

H23 

2,600(百万円） 新エネルギー（太陽光、風力発電）の出力を安定化させ

るため、キーテクノロジーである蓄電の低コスト化と高

性能化を目指し、産官学の連携の下、集中的に研究開発

を行う。 

 

 

２． 施策の総合フレームワーク（ＰＬＡＮ） 

(1) 国内外の情勢 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

国内においては、電力系統の安定化を目指した電力ネットワーク制御を目的とした大型 SMES の開

発は、本プロジェクトが圧倒的に先行しています。また、超電導コイルシステムを利用したＦＷ（フ
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ライホイール）の開発は本プロジェクトしか存在せず、早期実用化が見込まれています。 

海外においては、電力系統の安定化を目指した大型 SMES の開発では我が国は圧倒的に先行してお

り、韓国 KERI における 600kJ 級 SMES の開発や、中国における１MJ 級 SMES の実証など、以前の米国

に比べ、アジアにおける小型 SMES システム開発が活発化していますが、比較的小規模なシステムで

あり、電力ネットワーク制御技術開発における優位性に変わりはありません。また、超電導ＦＷの

開発は、我が国と同じく米国・韓国でも実用化を目指した 100kWh 級の検討が開始されていますが、

これらは超電導バルクを軸受として利用する方法が主であり、超電導コイルシステムを利用して

50kWh 級 FW のパイロットシステムの試験を具体的に計画している本プロジェクトが、一歩勝ると考

えられます。 

 

(2) 具体的な目標及び研究開発スケジュール 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

有識者等からなる NEDO 超電導技術委員会を年に２回実施し、プロジェクトの目標設定・スケジュ

ール設定等を実施しており、2010 年度までに低コスト化（系統安定化用、負荷変動補償用のライフサ

イクルコストをそれぞれ 5 万円/kW、14 万円/kW）、高信頼性化（冷凍機平均故障間隔２万時間以上）

等を達成した SMES システムを確立するとともに、さらなる高性能化のため、イットリウム系線材等

による大容量化、高性能コイル等の基盤技術の開発、2008 年度までに低コスト化（4000 円／Wh）、軸

受損失 0.5W/kｇ等を達成した FW システムの基本設計を確立します。 

金属系を超える酸化物コイルの高磁場化
NbTi線材適用コイル Bi線材適用コイル Ｙ線材適用コイル

平均故障間隔：
２万時間以上

冷凍機平均故障間隔：
5千時間

≧15kV電流リード部耐電圧：
≧6kV

100MW級SMESの設計を可能とする
10MW級変換システム開発

数kWh～十kWh 十数kWh～数十kWh 数十kWh～数百

負荷変動補償等:14万円/kW以下
系統安定化：5万円/kW以下

負荷変動補償等:20万円/kW以下
系統安定化：7万円/kW以下

SMES

50kWh容量：5kWh

軸受損失：0.5Wkg以下
機械軸受方式の1/10機械軸受方式の

1/3

2千円/Wh以下
コスト：
4千円/Wh以

ＦＷ

内は本事業における目標

ＭＷｈ級
(並列運転制

2004 2010 2020 2030

 

図 超電導電力ネットワーク制御技術開発の研究開発スケジュール 
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NEDO技術開発機構
新エネルギー技術開発部
超電導・超高純度金属材料グループ

中部電力（株）

九州電力（株）

〔委託〕

(財)電力中央研究所（財）国際超電導産業技術研究センター

〔再委託〕

経済産業省
資源エネルギー庁 電力基盤整備課
産業技術環境局 研究開発課

〔運営費交付金〕

東海旅客鉄道（株）

NEDO技術開発機構
新エネルギー技術開発部
超電導・超高純度金属材料グループ

中部電力（株）

九州電力（株）

〔委託〕

(財)電力中央研究所（財）国際超電導産業技術研究センター

〔再委託〕

経済産業省
資源エネルギー庁 電力基盤整備課
産業技術環境局 研究開発課

〔運営費交付金〕

東海旅客鉄道（株）
 

図 超電導電力ネットワーク制御技術開発の実施体制 

 

(3) 技術ロードマップ 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

策定分野毎に NEDO 等に設置したタスクフォース等において原案を作成し、産業構造審議会産業技

術分科会研究開発小委員会にて審議され、技術ロードマップを設定・決定しました。 

・低ｺｽﾄｼｽﾃﾑ化

・大容量化

・コイルの高性能化

・高信頼性化

・高耐電圧化

SMES
数kWh～10kWh

系統安定化 5万円/kW 
負荷変動補償等 14万円/kW 

冷凍機MTBF≧2万h

電流ﾘｰﾄﾞ部≧15kV電流ﾘｰﾄﾞ部≧6kV

系統安定化 7万円/kW 
負荷変動補償等20万円/kW 

超電導技術分野（電力貯蔵）ロードマップ

2005       2006       2007       2008       2009       2010     2011       2012       2013       2014       2015        2016  2017       2018        2019        2020

数十kWh～数百kWh

Y系線材の適用NbTi線材の適用

フライ
ホイール

並列運転制御による大容量化（MWh級）・大容量化

・低損失化

・総コスト低減

5kWh 50kWh
機械軸受方式の1/3

4,000円/Wh

Bi系線材の適用
十数kWh～数十kWh

50kWh
機械軸受方式の1/10

2,000円/Wh

・低ｺｽﾄｼｽﾃﾑ化

・大容量化

・コイルの高性能化

・高信頼性化

・高耐電圧化

SMES
数kWh～10kWh

系統安定化 5万円/kW 
負荷変動補償等 14万円/kW 

冷凍機MTBF≧2万h

電流ﾘｰﾄﾞ部≧15kV電流ﾘｰﾄﾞ部≧6kV

系統安定化 7万円/kW 
負荷変動補償等20万円/kW 

超電導技術分野（電力貯蔵）ロードマップ

2005       2006       2007       2008       2009       2010     2011       2012       2013       2014       2015        2016  2017       2018        2019        2020

数十kWh～数百kWh

Y系線材の適用NbTi線材の適用

フライ
ホイール

並列運転制御による大容量化（MWh級）・大容量化

・低損失化

・総コスト低減

5kWh 50kWh
機械軸受方式の1/3

4,000円/Wh

Bi系線材の適用
十数kWh～数十kWh

50kWh
機械軸受方式の1/10

2,000円/Wh

 

（注）超電導技術分野（電力貯蔵）ロードマップから抜粋 

 

３． 事務・事業のマネジメント（Do） 

事務・事業の実施 

－統合化 

(1) 施策マネジメントの活動 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

有識者等からなる NEDO 超電導技術委員会を２回実施し、進捗状況の確認や課題の検討を行い、次

年度の実施計画等に反映しています。 

 

－個別プロジェクト等の実施 

(2) 新たに着手した研究開発プロジェクト 
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従来の活性炭電極では不可能な高出力かつ高エネルギー密度の電気二重層キャパシタを実現する

ため、高度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を開発するとともに、これを

用いたキャパシタ電極の開発を平成 18 年度から開始しました。 

 

(3) 既存の研究開発事業の進捗状況 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

超電導電力貯蔵システム（SMES）の低コスト大容量電力変換システムや高信頼性極低温冷凍機等の

システム構成技術等を開発するとともに、フライホイールシステムの構成要素に関する試験を実施し

ました。 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

イットリウム系超電導線材基盤技術の開発については、プロジェクト開始時点における臨界電流は

74A/cm、線材長さ 46ｍであったが、平成 18 年度には、臨界電流 200A/cm 以上、長さ 200ｍ長の超電

導線材作製を達成すると共に、3T 磁場下の臨界電流も 20A/cm 以上を達成しました。また、電力機器

に求められる線材の性能をイットリウム系超電導線材基盤技術開発に反映させるために、平成 18 年

度より機器要素技術開発を開始しました。 

【燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発】 

平成 18 年度で計画を達成して終了しました。このプロジェクトでは以下の成果を挙げております。 

・ 車載用リチウム電池に関する技術開発については、単電池材料の開発を継続し、組電池（モジュ

ール）として電池特性解析、性能評価を実施し最終目標値を達成しました。 

・ 高性能リチウム電池に関する要素技術開発については、車載型実電池による劣化因子の検証、劣

化機構の解明から電池総合特性評価技術、加速的耐用年数評価技術を確立し、また、要素技術で

開発した各種材料（正極・負極・セパレータ・電解質等）を用いて電池試作を行い、電池特性及

び機能評価を行いました。 

 

(4) 関連施策の取組 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

超電導機器の冷却に必要となるヘリウムガスを用いた冷凍機は、現在の高圧ガス保安法では一定の

容量以上の冷凍機に対して、工事許可申請や１日１回以上の点検が義務付けられており、普及促進の

障害となっています。これに対して、安全性や実績を考慮した上でフロンを用いた冷凍機と同等の高

圧ガス保安法の規制に緩和する検討を実施しています。 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

標準化調査事業として、平成 18 年度は現行規格のメンテナンスに加え電流リード関連の国際規格

化提案を実施しました。 

 

－横断的な活動 

(5) 研究者・技術者の育成・維持 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

研究開発のテーマ毎に委員会を設置して、プロジェクトリーダーによる進捗管理や問題点の解決方

法などの緊密な意見交換を実施しています。また、テーマ毎の委員会の連携を図るため、SMES 開発方

針会議（２回）、連絡調整会（２回）を開催しました。 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

超電導応用基盤技術研究開発の委託先（ISTEC[財団法人国際超電導産業技術研究センター]）にお

いて、実習生としての学生の受入れ等を積極的に実施し、月例発表会等での議論や指導を通じて、超

電導研究者の育成をしています。（学生１名、修士課程１０名、博士課程２名、ポスドク１名） 

また、個別テーマ毎にプロジェクトリーダーとの緊密な意見交換や問題点、スケジュール等に関す
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る議論を行うため、年４回程度行うワーキンググループを設けています。また年 2回開催する推進委

員会において、外部への報告や議論、情報交換を行っています。 

 

(6) 研究者・技術者等への情報発信 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

・国際超電導シンポジウム（ISS）2007において、SMESプロジェクトについて紹介しました。 

(H19年 11月) 

・応用超電導国際会議（ASC）2006において、系統安定化用 SMESの制御ロジックに関する研究、

YBCO導体による SMES用 HTSコイルの概念設計等について紹介しました。（H18年 8月） 

・低温工学国際会議（ICEC）21において、電流リードシステム用 2段ＧＭパルス管冷凍機の開発

について紹介しました。(H18年 7月) 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

 ２００６年春季（秋季）低温工学・超電導学会（5/15-17,11/19-22）、２００６ＭＲＳ Ｓｐｒｉ

ｎｇ Ｍｅｅｔｉｎｇ(4/17-23)、ＣＣＡ ２００６(7/2-7)、ＡＳＣ 2００６(8/27-9/3)、ＩＳＳ ２０

０６(10/29-11/1)等にてプロジェクトの成果を発表しました。 

 

(7) 国民への情報発信 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

・エコプロダクツ 2007 に SMES 及び FW の模型展示等を実施しました。 

・NEDO ホームページの「よく分かる！技術解説」に SMES と FW を掲載しました。 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

超電導応用基盤技術研究開発の委託先（ISTEC）において、超電導技術に関して下記の活動を行っ

ています。 

・超電導Ｗｅｂ２１の発行。（2001 年創刊。平成 18 年度は毎月 1回、計 12 回を発行。） 

・学校等からの委託先所属研究所見学希望への協力。 

・学校への超電導実験キットの貸し出し（東京大学、高知工大、東邦大学他） 

・ホームページ上でのプロジェクトの成果報告、超電導用語集、ならびに超電導に関するＱ＆Ａの

掲載。 

また、主に小中学生向けには、超電導応用基盤技術研究開発の委託先（ISTEC）において以下を実

施しました。 

・神奈川県大和中学校、京都教育大付属高等学校に超電導実験キットを貸し出し。 

・群馬県立高崎高等学校生徒による委託先所属研究所見学希望への協力。 

（実施は今年度７月２５日を予定。：学校側の目的：科学技術に対する知的好奇心や探究心を高め、

科学技術研究への情熱と意欲を育成するため） 

その他、NEDO ホームページ中の各プロジェクトに関する技術紹介の頁において、一般の方にも

プロジェクトが扱っている技術の内容やその仕組みが理解し易いように、動画の活用なども含め

判りやすい説明を行っています。 

 

評価・改善の取組 

(8) 施策評価の実施 
「行政機関が行う政策の評価に関する法律」第 7 条第 1 項の規定に基づき、「政策に関する基本方

針」及び「経済産業省政策評価基本計画」を踏まえて、平成 19 年度経済産業省事後評価実施計画が

定められています。計画期間は平成 19 年４月１日から平成 20 年 3 月 31 日までの間で、評価方法と

しては施策を主管する課等の長は、当該施策の特性などに応じて学識経験者の知見を活用しつつ、評

価を行うこととしております。 
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(9) プロジェクト評価（中間・事後評価等）の実施 
NEDO では中期計画、評価実施規程及びマニュアルに基づき、評価の円滑な実施を図っています。 

【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

経済産業省技術評価指針に基づき、NEDO 技術評価委員会による事後評価を平成２０年度に行い

ます。 

 

４． 総合的な結果・成果（パフォーマンス）や今後の課題・計画（See） 

(1) 活動の総括 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

超電導電力貯蔵システム（SMES）の低コスト大容量電力変換システムや高信頼性極低温冷凍機等の

システム構成技術等を開発しました。 

 

(2) 知の産出と表彰 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

 ○ 受賞記録は以下のとおりです。 

・「第 1２回超伝導科学技術賞」、平野 直樹、中林 寛明、式町 浩二、「超伝導電力貯蔵システム

の実系統への連係」、平成２０年４月 

○ 平成 18 年度に発表された代表的な論文、特許は以下の通りです。 

論文数 27 件（累積 52 件）、特許出願数 2件（累積 3件） 

○その他、雑誌・メディアとして特集が組まれたものは以下の通りです。 

・「OHM2007 年 2 月号」平成 19 年 2月 12 日 （株）オーム社発行 

〔主旨〕超電導技術開発の最新動向として、フライホイール、高温超電導電力ケーブル、SMES

の実証試験と開発状況について特集されました。 

・「低温ジャーナル 2007」 平成 19 年 3 月 9日 （社）低温工学協会発行 

〔主旨〕低温・超電導技術の魅力や開発状況について、一般の読者にわかり易く伝えることを目

的とするとともに、低温技術に関連する人々の共通のコミュニケーションの場を提供

するため、創刊。 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

○平成 18 年度受賞記録のうち主なものは以下の通りです。 

・「2005 Superconductor Industry Person of the Year」、塩原 融、高温超電導線材の開発への貢献、

平成１８年４月 

・「Best paper award of ICMC」、塚本 修巳、「AC Losses in YBCO Coated Conductors Subjected to 

Tensile Stresses」、平成１８年 8月 

・「第 10 回超伝導科学技術賞」、木須 隆暢、「酸化物高温超電導材料の臨界電流特性の解明」、 

平成１８年６月 

○平成 18 年度に発表された代表的な論文、特許は以下の通りです。 

論文数 ３０件 （投稿中のもの８０件）。 

IEEE Transaction on applied Superconductivity Vol.16にて塚本（横浜国立大学教授）が発表した「AC 

Losses in YBCO Coated Conductors Subjected to Tensile Stresses」、CIMTECにて山田（ＩＳＴＥ

Ｃ）が発表した「Progress of YBCO Coated Conductor in JAPAN and Recent Advance of PLD and 

IBAD Method」等がある。 

特許出願数 国内１２件、国際１０件。 

「超電導線材、およびその製造方法 （中部電力、他）」、「多結晶薄膜及び酸化物超電導体（フジ
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クラ、他）」、「厚膜テープ状Ｒｅ系(123)超電導体の製造方法（昭和電線、ISTEC）」等がある。 

○その他、雑誌・メディアとして特集が組まれたものは以下の通りです。 

「加速する超電導の実用化について」、「JST News 10月号」、平成１８年１０月発行。 

「Ｙ系線材と機器応用技術の開発について」、「低温ジャーナル 2007 Vol.1」、平成１９年３月発行。 

「転機 期待高まる超電導技術」、「電気新聞」、平成１８年９月２５日～１０月３日の間の 6回。 

「高温超電導 産業化迫る」、「日経産業新聞」、平成１９年３月６日～８日までの３回 

 

(3) 実用化・社会適用 
【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

5MWの小型瞬低用SMESを平成15年7月からシャープ亀山工場に導入し実証試験を行っています。 

平成17年11月からは10MWの小型瞬低用SMESに置き換えて、実証試験を行っています。 

 

(4) 今後の課題と計画 
課題の概要 

 特になし 

 

今後の計画 

【超電導電力ネットワーク制御技術開発】 

超電導電力貯蔵システム（SMES）については金属系 SMES の実系統連系試験等を実施するとともに、

フライホイールについては、50kWh 級パイロットシステムの製作及び試験を実施する予定です。 

【超電導応用基盤技術研究開発】 

イットリウム系超電導線材基盤技術の開発については、平成 19 年度で最終年度を迎えるため、引き

続き最終目標達成を目指し、研究することとしております。 

【燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発】 

平成 19 年度から、メガワットアワー級蓄電池システムの確立と低コスト化、長寿命化やプラグイン

ハイブリッド、コミューターＥＶ、燃料電池自動車等の実用化につながるリチウムイオン電池等およ

び周辺機器の開発といった次世代蓄電システム実用化のための戦略的技術開発を本格化させていきま

す。 

【カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト】 

平成 19 年度は触媒合成・基板・ＣＮＴ成長・ＣＮＴ回収の連続化プロトタイプの設計・製作、小型

キャパシタセルの試作を行う予定です。 

 




